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1．問題提起
保険市場は「条件付き請求権（contingent　claims）」の契約を行う市場の一例であり，理念的に
は「競争的均衡の最適性原理」が保証されている。しかし，現実の保険市場には私利を追求する匿
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名の経済主体（保険加入者）が大量に参入するので，保険市場において，経済主体が「制約された
合理性（bounded　rationality）」しか持ちえずかっ「機会主義（opportunism）」的行動をとると
いうヨリ現実的な仮定の設定が必要となる。この仮定をとれば，当事者間に情報偏在の余地が生
じ，モラル・ハザードを引き起こす可能性が高くなる1，。つまり，最大善意性（utmost　good
faith）は，保険契約を締結する場合保険暑が保険契約者側に契約上要求することであって，保険
契約者側に本来的に備わった性質ではない2》ため，通信的不確実性3）により情報の偏在が発生する
ということである。この際，契約者が自分自身についての情報を保有していて，保険者がそれと同
等の情報を保有できない状態が「情報の偏在」とされている。
　筆者は前稿4｝においてこのような捉え方への疑問を示した。保険市場にはこのような情報以外の
多くの情報が存在し，さらに当事者5》のそれらの情報についての保有関係は複雑である。特に家計
保険市場では契約者保護を実践する上で，この点の認識が重要であるが，実際にはあまり重視され
ておらず，様々な問題を引き起こしている。
　従って，本稿では保険市場に存在する情報の偏在について，家計保険市場を対象に考察する。具
体的には，最初に家計保険市場での保険契約に必要な情報の識別を行う。その上で保険者と契約者
の情報の保有関係と保険契約締結前後での変化について検討する。そしてここから明らかになる，
家計保険市場で契約者が直面している問題について，具体例とそれへの対抗策を交えながら考察を
行う。
2．情報の識別
2－1　情報の偏在が引き起こす問題
　ごく一般的に言えば，保険市場にかぎらず，財サービスや取引主体の質（あるいは特徴）が不確
実にしか知られていない市場に見られる特性として，取引当事者の一方が情報不足におかれるケー
スは多い。こうした場合に問題になるのがモラル・ハザード6）や逆選択7）であり，情報格差に基づ
く価格システムの限界を示すものである8）。
　前稿ではモラール・ハザードとモラル・ハザードの概念的枠組確立を試み9），「故意に引き起こ
された犯罪行為並びに保険事故」と「保険加入を契機とした，結果としての犯罪行為並びに保険事
故につながる重過失」をモラル・ハザードに分類した。そして「保険加入を契機とした軽過失」を
モラール・ハザードとした。その上で両者の保険市場への影響に着目し，両者の発生メカニズムに
差があっても，生じる現象は経済的に同様であることを確認した。つまり，故意や重過失で損害を
引き起こすことと，保険契約にっいての理解が不十分であるため，保険加入による過度の安心によ
る軽過失で損害を引き起こすことを同様に判断できない。しかし，損害発生率が想定以上に上昇す
るという現象が，保険市場に及ぼす影響は，経済学的に考えれば「社会経済的費用の増大」として
同様に捉えられる。従って，モラル・ハザードであってもモラール・ハザードであっても保険市場
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に必然的に付随する撹乱要因であり，結果的には保険制度の存続を脅かす存在である1°）と捉えられ
る。
　以上のモラル・ハザードとモラール・ハザードの発生メカニズムと保険市場に及ぼす影響とそれ
らへの対策11），そしてその効果について図示したものが図1である。
図1　モラル・ハザードとモラール・ハザードが保険市場に及ぼす影響
　　　　　　　　　　保険制度は資源の効率的配分を促進
行動主体の行動様式に関して余りにも理想的な仮定（保険の理念～無摩擦の虚構）
　　↓
　　↓
私利を追求する匿名の経済主体が保険市場に大量参加→機会主義的行動の余地
モラル・ハザード モラール・ハザード
契約に必要な情報の提供
保険者側：約款の提供により契約者への契約情報の提供は完了、その後の注意を行わない
契約者側：保険者が作成した告知事項に従い、危険選択に必要な個人情報を提供
契約者の　　契約内容についての十分な理解
対応　　　　→悪意を持った保険加入
　　　　または
契約内容を理解する意思なし
→加入による極端な精神的安定
契約内容の過大評価
←
契約者側への個人情報の偏在
契約者の　　契約についての理解不足
対応　　　（契約内容・告知事項について）
　　→保険者に契約情報・個人情報が偏在
←
契約内容の過大評価によるモラールの低下
→加入による精神的安定
　（損害防止のインセンティヴの低下）
最終的には、契約者側への個人情報の偏在
← ←
モラル・ハザード発生 モラール・ハザード発生
←
資源の非効率的配分の促進
←
インセンティヴ＝コントV一ル・システムの導入により保険制度は存続
　同時にインセンティブ＝コントロール・システムそのものの限界
　　　　（保険者による契約者の行動のモニター機能に限界）
　　　　　　　　　　　　　　　　i　（過失への配慮、
　　　　　　　　　　　　　　　　i　保険者の保障提供行動との関係）
1モラル・ハザードの効果もあり1
i　　　　　↓
iインフォームド・パーチャスにより
i　　　担当程度制御可能
←
モラル・ハザード、モラール・ハザードは保険制度の存続を脅かし
　　　　　　　同時に社会経済的費用を増大させる
（出所）中林〔1995〕p，104を加筆・修正したもの
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2－2　情報の経済学での仮定
　上記の図1では情報の識別を試みているが，情報の経済学ではこのような識別は行われていな
い。RothschildニStiglitz［1976］モデル以来，情報の経済学において想定されているのは「危険
選択に必要な個人情報についての契約者側への情報の偏在」である12｝。保険加入に際し，保険者か
ら契約者側に提供される主な情報は約款13）である。約款の提供により，契約者は契約内容について
の情報を保険者と共有し，さらに保険者が保有していない契約者自身についての情報を保有するこ
とになる。そのため，情報優位者である契約者は，保険者に自己についての情報の一部を「告知」
により提供する。そして，この時点で両者は情報を共有したことになる。しかし，保険契約締結後
の契約者の行動の変化について，保険者が完全にモニターすることは不可能である14〕ため，情報の
非対称性が生じることとなる。そして，契約者が悪意をもって保険に加入してその後機会主義的行
動をした場合，モラル・ハザードが生じることになる。また，悪意がなくても契約内容について全
く理解する意思がない場合も，このことについての情報を保険者は保有できず，その意味での個人
情報についての偏在が生じるため，同様にモラル・ハザードと考えられる。
　以上の議論を受けて，保険契約締結に際して必要な情報を二つに分類することが可能になる。つ
まり，従来から問題視されている「情報の偏在」が対象としている情報は「危険選択に必要な契約
者の個人情報（以下『個人情報』と表示する）」と言うことができる。これに対し，保険契約締結
に際し保険者が契約者に提供する情報として「契約内容についての情報（以下『契約情報』と表示
する）」が存在する。このように情報を識別した上で，さらに家計保険市場における契約者の保有
情報について検討する。
　まず注目すべきことは，以上のような情報の経済学での見解は契約者が契約内容について理解し
ているという前提のもとで成享する，ということである。だが，特に家計保険市場においては，こ
の前提の無条件の成立は困難となる。むしろ，契約内容について契約者が理解できないために，契
約者が情報劣位者になる可能性が高い。これにより，保険加入が過度の安心を引き起こし，軽過失
であるモラール・ハザードが生じる可能性が高くなる。
　このような契約者側への情報の偏在を疑問視するいくつかの見解がある。例えば「…個別経済主
体としても主観的な判断確率に基づくのであって，保険市場において情報や知識を保険需要者のみ
が一方的に持っているとは言い切れない15）」という指摘がある。また西村〔1981〕では保険者と契
約者のリスク情報取得能力をあまりに同質的に扱い過ぎていることを批判し，保険者への情報の偏
在の可能性を示唆している。同稿では，自己の情報は自身が最も良く知っていると考えられる場合
がある，とした上で，保険者は契約者のリスクにビジネスとして関わり，組織体として情報収集を
するため，情報を多く持つことになる可能性が高いことを述べている16》。従って，契約者は，当然
視されている個人情報についても，絶対的に優位とは限らないということになる。特に家計保険市
場における契約者は保険に関する専門知識を持っていないため17），約款を提示されただけでは，自
己の契約内容，特に告知事項について完全には理解していない可能性が高い。この場合，保険者に
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とっては，契約者は契約情報と個人情報を両方保有していることが前提であっても，契約者にとっ
ては自分が保有している情報の理解が不十分であるため，契約情報はもちろん個人情報についても
情報優位者とは言い切れないことになる。
　以上の情報の保有関係を図2によりまとめてみる。これにより情報の偏在が全く生じない理論上
の状況と，それに対する従来から情報の経済学で想定されているモラル・ハザードが生じる状況，
さらに本稿で指摘している契約者が情報劣位にある状況について，保険契約締結前後の変化を示
す。
図2　保険契約締結を契機とした保険者と契約者の保有情報の変化（家計保険市場）
【保険者】
保険契約締結前 保険契約締結後
契約内容に
ﾖする情報 熟知している
熟知している（変化なし）
危険選択に関
ｷる個人情報
　個人については全くなし
ﾛ険集団としてのデータは保有
告知により得た情報を保有
ｻの後の変化については不明
【契約者】
①理論上の想定されている場合
保険契約締結前 保険契約締結後
契約内容に
ﾖする情報 限りなく0に近い 約款の提供により完全情報を保有
危険選択に関
ｷる個人情報 熟知している
熟知している　（変化なし）
②モラル・ハザードが発生する場合
保険契約締結前 保険契約締結後
契約内容に関
ｷる情報
熟知している 熟知している（変化なし）
ﾏ化なし（理解する意思なし）限りなく0に近いor誤情報を保有
危険選択に関
ｷる個人情報
熟知している 熟知している（変化なし）
ﾏ化なし（理解する意思なし）限りなく0に近いor誤情報を保有
③モラール・ハザードが発生する場合
保険契約締結前 保険契約締結後
契約内容に
ﾖする情報 限りなく0に近いor誤情報を保有
約款を提供されただけ
i解釈能力に限界あり）
危険選択に関
ｷる個人情報 漠然と保有
告知事項についての理解を通じて保有
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2－3　情報の偏在の克服手段
　従来から問題視されている個人情報の偏在を克服するため，保険者は契約者の行動をモニター
し，機会主義的行動をとる契約者を見極め，モラル・ハザード等を防止する必要がある18）。このた
め，機会主義的行動を規制し，保険制度の本来の目的に整合すべくそれを誘導する対策であるイン
センァィヴーコントロール・システム19）が導入された。具体的には，保険市場における契約者の「機
会主義」と「情報の偏在」の克服のための方策を示すものである。前者の例としては，明らかにモ
ラル・ハザードの可能性をもつ保険契約の引受の拒否，危険の共有，契約内容を客観化し法的な強
制力を賦与することが挙げられる。後者の例としては，保険契約における用語の統一，契約更新時
の料率算定への「実績による評価」の導入，「告知」「審査」および「物件調渣」を厳格に行うこと
がある。つまり保険者は個人情報の非対称性を解消すべく，シグナルを見出すことによって必要な
方策を実施している2°｝。しかし，契約者の参入や退出が自由な保険市場では，保険者が契約者の行
動を完全にモニターすることは不可能であり，インセンティヴ＝コントロール・システムの有効性
にも一定の限界がある21）22）。また，このシステムでは契約者側の契約情報の理解を促すような配慮
は行われていない，と考えられる。
3．家計保険市場に存在する情報の偏在
3－1　家計保険市場の特徴
　家計保険は，普通一般の個人が購入する保険である。契約者は個人であるから，保険会社と対等
に交渉できる立場にはない23》。つまり，家計保険における契約者の多くが専門知識を持たない個人
であるため，専門家である保険会社とは保有情報に格差がある，ということになる。企業の場合
は，契約内容について熟知した担当者が経済的な必要度や費用に関する周到な分析を行った上で加
入の決定をする2‘〕。これに対し，専門知識のない個人は，外務員等から示された商品をそのまま受
け入れるこζが多い。さらに，通常の外務員は，ほとんどパターン化した契約の説明を，もっぱら
保険料と受取保険金額について行うだけで，個々の契約条件について対応する能力・知識をもた
ず，無理・義理販売をしている25｝というのが実情である。
　このような状況に対して，保険者と保険契約者間の情報水準の差異を解消し，情報の同等性と取
引能力の同等性を実現する26）ことが必要とされる。しかし，現実の家計保険市場ではこの点は必ず
しも実現されていない。以下の部分では家計保険市場での契約者が置かれている状況とその原因，
そしてそこから生じている問題点について考察する。
3－2　家計保険市場における契約者の状況
　家計保険市場では，契約者が約款や告知事項などの契約内容やクレイム処理の詳細について理解
できないことが想定されるが，この状態に対して，保険者が特に対処しない場合は，契約者は損害
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に対する支払と保険商品を強く結び付け，保険者のサービスに対して不明確で過度の期待を形成す
ることがある27）。従って，このことが契約内容の過大評価という誤情報の発生を招き，軽過失であ
るモラール・ハザードを引き起こすことになる。この場合でも，契約者の損害防止のインセンティ
ヴが低下し，損害の発生確率が高まったことで，最終的には契約者側への情報の偏在を引き起こす
ことになる。これにより，損害の頻度や強度の差があってもモラル・ハザード同様の効果を及ぼす
ことになる。
3－2－1　約款の限界
　このような事態が発生する理由として，保険契約が一般の契約者にとってわかりにくいことが挙
げられる。以下その根拠について述べていく28）。
　保険商品の購入により，契約者にとっては付保された事象の将来の状態が確定するが，このこと
を契約者がイ寸保された事象に関する情報を保険者から入手したと判断できる。そして，ここで契約
者に提供される情報は予測情報であり，契約上の義務を有するものである。また，この情報は約款
等の契約に必要な取決めにより具体的で正確に特定されるが，これらは解釈を必要とするものであ
る29）。
　ところで，保険法には保険商品の説明・記述を行うという機能があるが，約款は保険法の一種で
あり保険商品の構成要素となる3°）。しかし，約款の解釈によって与えられる意味内容は一義性を欠
如することが多く，この場合には保険者と契約者の間で異なることになる31）。特に，家計保険市場
での多くの場合は，法律的な解釈能力について，契約者はおそらく保険者に劣っていると考えら
れ，商品判断に対する契約者の能力は制限されることになる32）33）。このため，契約者の「主観的前
提」を考慮して，約款の解釈を助けなければならないことになる34｝。
　このことから，保険者が契約者に対して無条件に契約内容の理解を求めることには限界があり，
現行のインセンティヴ＝コントロール・システムだけではこの状況の改善は困難である。この状況
への対応策の一つとして約款の平明化が考えられる。このことは1981年に国民生活審議会での「生
命保険約款の適正化についての報告」においても「適正な約款の基本的要件」として取り上げられ
ている。具体的には難解な法律用語をできる限り日常用語に置き換えることや約款の内容をわかり
やすく説明するために「ご契約のしおり」などを活用することなどがあげられる。しかし，安易に
約款を平易な形にすることで法律上の権利関係を不明確にする危険性35）があり，トラブルの発生を
防止するためにも平明化には限界がある。
　また，より根本的な問題は，面倒くさがって約款を読まない加入者が少なくないことであり，こ
の人に対しては，いくら約款が平明になっても，難解な約款と全く同じことになってしまう36）とい
う難点がある。従って，保険者はまずは保険契約における約款の重要性を理解させる必要がある。
従って，保険者は約款の平明化については契約：者の解釈能力に限界があることを認めた上で，契約
内容について十分な説明をし，契約者の合意を得た上で契約を締結させることが重要となる。
一75一
　保険者は契約者の「主観的前提」に立った表示・記述（もちろん販売に直接携わる者の口頭によ
る解説等を含め）をするよう努力し，消費者が保険商品を十分理解した上（保険者の立場から言え
ば理解させた上）でそれを購入する（informed　purchase）という実務を根づかせる37）必要があ
る。これが契約内容の過大評価という誤情報の発生を防止することにつながる，と考えられる。イ
ンフォームド・パーチャスはリスク・コントロールの一手法と捉えられるが，保険販売におけるリ
スク・コントロールの実施は需要者サイド（契約者）にも供給者サイド（保険者）にもそれぞれ利
点があると考えられる38）。
保険商品の販売
保　険　者 契　約　者
保険商品の購入
、、 ，4
ノ
！
ノ
契　約　情　報
　　　　　　　図3　契約情報の非対称性
出所）酒井〔1994－a〕p，47図4をもとに作成
※図巾の矢印は一が情報量が多大で…は情報量が微小であることを示す
3－2－2　保険者の比較優位性
　保険者が提供する情報である約款は，保険者自身が作成したものを使用するため，契約内容につ
いての保険者の理解は当然と考えられる。これに対し，契約者は告知によって保険者に自己の個人
情報を提供するが，契約者が自由に行うのではなく保険者が決定した告知事項に従って行うことに
なる。これにより保険者は契約者が不実告知をしない限り，必要とする個人情報を予め得ることが
可能である。しかしながら，契約者は，告知事項についての理解が不十分な場合には，自己の有す
る情報がどのように対応しているのか理解できずにいるので，必要な情報を有しているとは言えな
い。また，保険加入後の契約者の行動の変化の可能性についても，以下のような状況になる。保険
加入後に契約者の状況が変化する場合には，それを保険者に通知しなくてはならないが，この点に
ついても保険者の規定に従って行われることになる。従って，保険者は変化についての情報を入手
することができる。これに対し，契約者は契約内容についての理解が不十分な場合には，必要な情
報の区別がつかず，場合によっては自己の情報が変化したことすら認知できないこともある。この
ような状況では，必ずしも契約者が比較優位にあるとは言えない。さらに，契約者側が不実告知や
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通知義務違反をした場合には免責条項39）が適用されることになり，保険者が保険契約に必要な個人
情報について情報が得られない可能性は限定される。約款は認可制であるため，保険者の恣意的な
行動はある程度制限される40）とはいえ，情報優位者になる可能性が高い。従って，契約情報につい
て保険者を圧倒的な情報優位者にしないための規制があるものの，全体としては保険者は契約者に
対し比較優位であることは確かである。
3－3　保険者内部の情報の偏在
　ここまでの議論で情報の識別を行い，保険者が契約情報を保有していることを前提としてきた
が，この点にも問題がある。現在の保険会社においては契約の募集業務と商品開発業務の分業化が
確立している。従って，特に家計保険市場において実際に募集業務にあたるのは主に外務員や代理
店ということになる。保険会社はこのような外務員や代理店に対して資格試験を行うことにより，
契約情報の共有を促進している。しかし，常に正確な契約情報を保有できるような教育体制を維持
することが要求され，社内での教育体制に不備がある場合，社内での契約情報の偏在が生じる可能
性がある。契約内容についての理解が不十分な外務員等が販売にあたった場合，契約者を含め，さ
らに複雑な情報の保有関係となる41｝。
　例えば生命保険の場合，44万人にものぼる生命保険外務員の大半が，法律や契約に通暁しない家
庭の主婦である42｝ことから，このような事態を防ぐため，社内はもちろん業界全体としての対策が
重要となる43｝。生命保険に内在する「商品特性」が人の「心理的傾向」と結びつくことによって生
命保険需要を潜在的・消極的とするから，直接に面談して生命保険の必要性を納得させることで需
要を引き起こさねばならない。それ故，よきにつけ悪しきにつけ，契約者に直接接触して生命保険
を説明して加入を呼び掛ける外務員を通じてのみ生命保険を知り，加入の機会を得ることにな
る44）。
　このような重要な役割を担う外務員が正確な情報を保有できない場合には，契約者が契約情報を
得ることはほぼ不可能となる。今後保険商品がより複雑になるにつれて，この点を意識した対策を
行うことがさらに重要になることが想定される。
驚撫鹸………馨難灘
契約情報
保険会社 … 契約者
個人情報
※代理店は告知受領権限を保有するが、外務員は保有しない
図4　当事者間の情報の伝達
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3－4　具体例
　家計保険市場での情報の偏在が原因となって保険者と契約者の間でトラブルが生じている最近の
事例と，今後予想される問題について具体例を示して検討していく。
①地震保険をめぐって
　保険者が故意に読みづらい約款を作成し契約に対する説明を一切しないような，明らかに契約者
の理解を妨げる悪質な場合は，契約者とのトラブルが生じることになるが，これは保険者のモラー
ル・ハザード（場合によってはモラル・ハザード）と考えられる。
　火災保険における地震免責は約款に明示されているが，読みづらい約款を完全に読みこなしこの
点について熟知している契約者は少ない。そのため，このような保険者のモラール・ハザードの有
無が争点となる訴訟が起こっている。1993年7月の北海道南西沖地震後の火災で自宅や店舗を失っ
た北海道奥尻島の住民が，安田火災に対し「地震免責の約款を理由に火災保険金を支払わないのは
不当」として保険金の支払を求める訴訟を起こした。住民側は，保険契約締結の際に地震免責の説
明を受けていない上に，仮に合意があったとしても加入者側に著しく不利な免責約款は不合理と訴
えている（日本経済新聞1994年4月13日夕刊）。そしてさらに1995年4月には，奥尻島の住民は損
害保険会社三社に同様の訴訟を起こしている。
　1995年1月に発生した阪神・淡路大震災に際しても同様の火災が発生している。震災後間もない
現段階では，地震保険のみが注目されその加入率の低さや保険金額の上限だけが問題にされている
が，奥尻島同様の訴訟の発生が今後予想される。
　ところで，『インシュアランス』（生保版第3650号，1995年4月13日）で本郷一氏が「我観　保険
契約と契約者保護」において，以下のような被災者の発言を取り上げている。「地震で保険金が支
払われないことは知っていた。だから，とやかく言うつもりはない。しかし，保険の申込みをする
際『この地で地震の心配はない。保険料が高くなるだけですよ』という代理店のアドバイスがなけ
れば，地震保険をセットしていただろうと…」代理店側は全く悪意なしにこのようなアドバイスを
行ったと思われるが，地震保険の保険料を考慮すると，告知受領権限を有する代理店としては必ず
しも適切なアドバイスだったとは言い切れない。地震保険の保険料は地域によって四段階に分かれ
ているが，兵庫県と大阪府は，最も高い東京都・神奈川県・静岡県に次ぐ三等地である（日本経済
新聞1995年1月30日朝刊）。1946年以降大規模地震がなかった近畿地方では，保険料が必要以上に
高額に判断されたのは確かであろう。しかし今後このような代理店の募集体制をめぐった訴訟が発
生することが予想される。
　地震保険は火災保険と一体になっており，契約者が自発的に非加入を決定しない限り火災保険と
同時加入することになる。奥尻島の事例では火災保険における地震免責条項の存在そのものも争点
の一つではある。しかしそれ以上に，’実際の募集にあたった代理店が敢えて地震保険に加入させな
かったことに関して，説明の不当性が追及されている。地震保険制度そのものの問題点は多く，保
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険者自身の情報の保有状態が十分でないことは確かである。しかし，契約情報が契約者に正確に伝
達されていなかったことは問題である。このような事態を防ぐためにも，末端の代理店や外務員に
まで専門知識を徹底させるような教育体制が必要である。
②変額保険をめぐって
　商品の複雑化が進んでいくなかで，販売に際して商品内容の正しい理解を得ることの必要性が高
まる一方，残念ながら誤った販売の可能性も同時に増えることは避iけられない（「生保経営に求め
られる誠実性」『生命保険経営』第63巻第1号，1995年，p．248）。このような状況を反映してい
るのが変額保険をめぐって生じている事例である。
　バブル経済期の地価高騰を背景に，相続税対策として，所有地等を担保に銀行から融資を受けて
の変額保険への加入が盛んに行われた。しかし，その後の株価暴落などにより保険会社の資金運用
実績が悪化し，解約しても保険料を大幅に下回る金額しか戻らないという事態が発生している。こ
のような変額保険をめぐる損害賠償請求訴訟において，外務員自身が運用実績の好転を予測し，自
己の意見として契約者に将来の運用実績について楽観的な見通しを述べたことが争点の一つとなっ
た事例もある（『金融法務事情』No．1390，1994年，　pp．44～48）。以下変額保険をめぐって生じ
ているトラブルについて述べていく。
　変額保険の加入者が明治生命に対し「運用リスクについて虚偽の説明をされ巨額の損失を受けた
として保険料の返還と損害賠償を求めた訴訟において，原告側の主張を全面的に認めた判決が下さ
れた（朝日新聞1994年5月31日夕刊，日本経済新聞1994年6月1日朝刊）。これに対し，1994年1
月27日の東京高裁での判決では，保険者がリスクについての説明をし，契約者が自分の才覚に基づ
いて変額保険を締結したとして保険会社の責任を否定した。これら二件の判決から，保険会社の説
明，勧誘内容，契約者の言動や知識，能力などによって結論が大きく異なるということができる。
しかし，全般的に誤った説明をすれば保険会社側，危険認識があれば契約者側の責任となる可能性
が高い（日本経済新聞1994年9月19日朝刊）。
　変額保険については現在250件を超える訴訟が東京地裁を中心に係争中で，引き続き増加傾向に
あるが，契約者側の過失もかなり大きく評価され契約者側の請求が棄却されるケースが増えてい
る。このような判決の根拠として，契約者側が借入金によって多額の保険料の支払いを行いなが
ら，その契約内容について全く検討しないということは考えられない，ということが挙げられてい
る。（『インシュアランス』（生保版3653号，1995年5月4日））裁判による決着で勝訴することは，
保険・者の募集行為の正当性を裏付けるものであるとしても，道義的責任の有無を含めて反省すべき
事柄も少なくないことも見逃してはならない（『インシュアランス』（生保版3648号，1995年3月23
日））。
　変額保険はその性質から他の保険商品と同一に考えることはできないが，当事者の理解が異なっ
ていたためトラブルが生じた典型的な事例と言える。この原因としては，約款の提供だけでは情報
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伝達が不十分な上に，直接販売に携わる外務員の情報の保有状態に問題があったことが考えられ
る。変額保険の募集を行う外務員は変額保険販売資格研修後に試験に合格する必要がある。そのた
め，他の保険商品の募集にあたる外務員以上の専門知識を保有しているが，それでもトラブルは生
じている。変額保険の販売は1980年代後半から90年代始めにかけて大量に販売され，株価が暴落し
た90年から92年に契約が集中し，その後は急激に減少している。この背景には経済全体の動向もあ
るが，訴訟によるイメージの悪化も考えられる。また，このような訴訟は保険業界全体のイメージ
ダウンにもつながると考えられる。従って，情報を十分に提供しないことが結果的に保険者の経営
状態を悪化させることもありうると考えられる。
　アメリカでは日本と同様の状況からさらに進んで，1993年には，生保業界全体の保険販売量は減
少したが，それに反して変額保険の販売量二は増加した。この背景には，消費者が投資リスクにあま
りにも慣れ，生命保険契約すらも株式市場と連動させた運用を試みている，ということである。し
かし，専門家は「変額保険は万人向きではない。市場の下降局面においてどう行動すべきかを心得
た人でなければ，手をだすべきではない」と指摘している（「変額保険の好調な販売」『生命保険経
営』第63巻第1号，1995年，pp．242～245）。変額保険は株式市場に連動した保険商品であるた
め，株式市場についての情報の取得が重要であるが，この点については保険会社と契約者に大差は
ないと考えられる。契約者の保有情報が向上したこの段階まで達すると，外務員等の専門知識も向
上するだろうが，保険者内部での情報の偏在を克服する努力は欠かせない。
③リビング・ニーズ特約をめぐって
　以上の事例に次いで，今後問題となることが予想されるのがリビング・ニーズ特約である。この
特約を含んだ生前給付制度は「死亡保障を目的とした生命保険で，被保険者の『特定の状況』にお
いて，被保険者の生存中にある金額を支払う。本来死亡時に支払われるべき保険金が，死亡前の生
きている状態で支払われるもので，生存保険の保険金支払である『生存給付』とは異なる概念。死
亡保険金の前倒し支払い。」をするものである。このうちリビング・ニーズ特約は末期症給付型の
もので，原因疾患によらず，余命六ヵ月等と診断された場合，死亡保険金の一部を支払うものであ
る。生命保険会社がこの特約を売り出してから約一年で契約件数は数百万件に及び，大手生命保険
会社五社の1994年度の個人保険の新規契約は，対象契約の90％以上が生前給付型になった模様であ
る45）。
　この背景には，保険に対する考え方や末期医療の実態の変化といったものが想定できる。しか
し，それと同時に特約保険料が不要であるために熟考することなしに加入していることも考えられ
る。「余命六ヵ月以内になったら，死亡保険金の一部を生前に払います」というパンフレットだけ
でなく「保険金が二度もらえる」というような外務員の手製のパンフレットが配付されることで，
この特約についての誤情報が流れ，保険金の支払い段階でトラブルが生じることも予想される。ま
た，変額保険とは違い，この特約が外務員資格のみで販売可能であることが，この問題を助長する
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可能性もある。さらに，従来の保険とは違い，契約の当事者としての担当医の判断が重要となる。
そして，保険金の給付基準が従来では考えられないものであるため，新たなモラル・ハザードや逆
選択が助長される可能性も否定できない。
　以上の事例は特殊なものではあるが，保険者の情報の提供の不備から生じている。そして，この
ような状況が引き起こされた背景には，契約者の契約内容についての理解力の限界や，外務員等の
保有情報への考慮が不足したことがある。このように情報を識別し，当事者間の保有関係を確認す
ると，これまで当然視されてきた情報の保有関係にも問題があることが確認される。そして，保険
者内部と，保険者と契約者の間に二重の情報の偏在があることが確認できる。実際に家計保険市場
で生じている問題の多くは，当事者双方による契約者の保有情報についての認識不足とこのような
二重構造により，より深刻な問題になっていることを認識する必要がある。
4．むすびに代えて
　現在わが国では，生損保とも，保険料収入における家計のウェイトは，圧倒的に企業保険のそれ
を上回る。この現実は，多くの国民の生活保障資源として，保険への期待度が高まっていることを
示唆する46）。しかしながら，保険会社の契約者への対応をみると，必ずしもこの重要性を認識して
いないようである。また，契約者自身もこれだけ保険を利用しながら，契約意識が低いため，契約
情報についてあまり保有できないままでいる。「日本では保険契約の内容を子細に検討した上で，
保険加入の意思決定をするというケースは一般的とはいえない。その結果として生ずるトラブルの
頻発が，『契約のしおり』作成につながった。…中略…それが近年の消費者保護の精神にもとつく措
置の一環であり，日本人の契約意識の現実に即して，その必要性が認められるものだとしても，結
果的にそれが，契約意識の低さを現状のままに固定してしまうというマイナス面をもつことが懸念
されるのである。4η」という指摘もある。
　このような状況を引き起こした背景には，保険者と契約者側双方の情報に対する認識の欠如が考
えられる。本稿ではこの点を問題視して，家計保険市場における情報の識別と当事者間の保有関係
について考察し，それが引き起こしている問題について考察してきた。そして，情報の保有関係の
明確化なしには，情報の偏在は克服できず，モラル・ハザードやモラール・ハザードを防止するこ
とはできないことを指摘した。さらに，保険者内部にも情報の偏在があり，このことが特に深刻で
あり，様々な問題を引き起こしていることを確認した。
　情報の経済学の援用により，保険市場に存在するモラル・ハザードやモラール・ハザードといっ
た問題の発生原因を「情報の偏在」と特定することができた。しかし，その反面，保険契約に必要
な情報を区別せず，さらに保険会社内の状況を考慮しなかったため，契約者についての正確な認識
がされないままになっている。そのため特に家計保険市場において契約者と保険者，さらに保険者
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内部で二重の情報の偏在が存在している。
　例えば生命保険業界では，資金援助法人を設立して，生保会社が万一経営危機・破綻状態に陥っ
た際に被る契約者の不利益を最小に止める，いわば契約者の保護救済を全社レベルで備える制度の
骨格を事実上決定するに至っている（『インシュアランス』（生保版第3643号，1995年2月16日））。
契約者保護の実施はこのようなハード面では推進されている。しかし，より根本的なソフト面とも
言える「保有情報の確認」については相変わらず重視されていない。制度面の充実と同時により根
本的な問題を認識する必要がある。
　このような状況へのより具体的な対：応策を探り，さらに企業保険市場の現状を把握し，保険市場
全体についての問題を考察することを今後の課題としたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）以上の記述は高尾［1978］，［1980］，［1987］，［1991］，［1992］［1995］に依拠している。
2）田畑〔1984〕p．198
3）定義については早川〔1980〕pp．43～53を参照のこと。
4）中林〔1995〕
5）本稿では当事者として保険者と契約老を想定しているが，必要な場合は，より広義に「保険消費者」として契約
　　者を捉えている。
　　「保険消費者」は，区別が必要な場合以外，保険契約者，被保険者，そして生命保険であれば保険金受取人を含
　　む家計ないしそれに願する保険需要者側の利害関係者を指す抽象概念である（田畑〔1984〕p．198注）5）。
6）ここでのモラル・ハザードは広義のモラル・ハザードでありモラール・ハザードも含んだ概念である。本稿では
　　前稿に引き続きモラール・ハザードをモラル・ハザードと区別して使用いる。
7）逆選択（adverse　selection）についてはAkerlof［1970］を参照のこと。また田畑〔1982〕はこの内容を詳しく
　　紹介している。なお，逆選択について本稿では扱わない。
8）宮澤〔1988〕pp．105～106
9）「保険加入と相関のある，ひとの行為に関係するハザード」全般の分類に中林〔1995〕pp．100～102を参照され
　　たい。
10）この記述は前川〔1980〕に依拠している。
11）具体的な対策であるインセンティヴ；コントロール・システムやインフォームド・パーチャスについては，それ
　　ぞれ2－3，3－2－1で言及する。
12）Rothschild＝Stiglits［1976］では保険市場に存在する情報の非対称性を取り上げ，契約者側への情報の偏在が
　　保険市場での社会的便益を減少させることについて分析している。
13）バッハマンは保険監督による制御が存在した上で保険者が契約者に対し提供する義務がある情報として主として
　　以下のものを挙げている。契約関係の証明，保険証券と普通保険約款，契約変更や義務違反の法的効果
　　（Bachmann［1988］S．247）
14）多数の保険加入者の危険事情を，個別的に細部にまでわたって正確に把握することは，理論的にはともかくも実
　　務的には無理である（真屋〔1991〕p．49）。
15）石m〔1986〕p．19
16）西村〔1981〕pp．12～13，同稿はRothschild＝Stiglits［1976］モデルの批判的検討を行っているが，そこでは主
　　に保険経．営や保険契約に関する情報を想定している。
17）保険の普及率の増大とともに，多くの人ぴとにある程度まで保険についての理解が得られるようになったとはい
　　え，保険の専門的な技術的な仕組みや保険約款の内容についての純法律的な正確な理解という点になると，いつ
　　の時代においても，消費老または保険契約者にその多くを期待することはできかねる，といわざるを得ない。
　　（広海〔1985〕p．199）
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18）モラル・ハザードの防止は，第一次的には商品設計そのものの段階において行われ，次いで危険の選択の段階で
　　チェックされることが望ましいが，第二次的には，保険給付の段階での対応がある。（広海〔1985〕p．201，同
　　書では，不当な保金請求をする保険契約を意味するものとして「いわゆるモラル・リスク」という表現が使われ
　　ている。）
19）高尾〔1980〕p．110，高尾〔1978〕pp．68～70
　　上記の文献での記述から，インセンティヴ＝コントロール・システムとは保険加入の際の一連の手続きと保険約
　　款での保障内容におけるハザード排除のための方策を意味するものと理解できる。従って，ここで明記されてい
　　る具体例は，ハザード排除のための契約の仕方とその管理方法を示したものと言える。
20）この記述は須m〔1994〕p．147に依拠している。
21）この記述は高尾〔1978〕p．70，高尾〔1980〕p．111に依拠している。
22）インセンティヴ＝コントロール・システム（同稿ではインセンティヴ・システム）の設計，そしてその特徴を明ら
　　かにすることを試みた論文として許〔1995〕がある。
　　同稿ではagency理論を援用して，モラル・ハザードの防止策として損害実績を反映した次期の保険料割引が有
　　効であることを示している。
23）この記述はBorch［1981］p．25（江下（訳）〔1982〕p．141）に依拠している。
　　また，江下〔1982〕の訳者コメントにおいて，客観主義経済理論の立場からの家計保険と企業保険の分類の根拠
　　を紹介している。
24）大林〔1961〕p．139
　　一企業内の状況としてはこのような見解に疑問が残るが，企業グループや機関代理店を含めると妥当な見解と考
　　えられる。
25）この記述は今井〔1995〕p．23に依拠している。
26）岡田〔1994〕p，94，同稿ではその方策として公的規制を挙げている。
27）この記述はMifller［1981－a］p．65に依拠している。
28）以下の記述は中林〔1995〕pp．107　一一　108に依拠している。
29）この記述はMUIIer［1981－b］SS．166～168に依拠している。
　　このような判断をする根拠は保険商品が情報商品であるためである。
30）Bachmann［1988］SS．154～156，227～228
　　バッハマンは普通保険約款を「任意的保険法（das　dispositive　Versicherungsrecht）と捉えている。
31）ハンセルは不利な道徳的危険の一例として，基本的には誠実であるが，状況について自分自身の解釈しか受け入
　　れようとしない被保険者によって示され．るものである「理不尽（unreasonableness）」を挙げている（木村・越
　　智　（訳）　〔1995〕　pp．250～253）。
　　この場合，契約内容を故意に過大解釈して保険者側との交渉を難航させようとする契約者が想定される一方で，
　　契約内容の過大評価という誤情報により，同様の行動をする契約者も想定できる。このような事態は，同一の保
　　険商品に対する認識が保険者と契約者の問で異なるために生じると考えられる。
32）Bachmalm［1988〕S．233，241
33）ミュラーは保険による不確実性除去の制約条件の一つに，約款に明記された範囲内での補償を挙げるが，この場
　　合，契約者が約款の内容を理解していることが前提であり，この制約は契約者の解釈能力の限界を意味すること
　　になる。（MUller［1981－a］p．74，江澤〔1990〕p．11）
34）この記述は江澤〔19．　90〕p．14に依拠している。
35）Mtiller［1978］SS．188～189
36）「特集　生命保険約款の平明化について」（『インシュアランス』（生保版2990号，1981年））での法政大学の西嶋
　　教授の意見の一部である。
37）　江澤〔1993〕　p．39
38）この記述は南方〔1992〕pp．77～80に依拠している。
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39）保険法により，保険者は将来の損害の支払についての予測の安定性のために特定のリスクの支払を免除される
　　（Bachmann［1988］SS．249～250）。従って，免責条項はモラル・ハザードに対する法律的な措置と言える。
40）保険者が作成した約款には国の認可が必要である。このように約款が国の監督を受け入れていることにより，保
　　険老の恣意的行動は規制されることになる。
　　このような規制導入の根拠は，契約者は，保険契約では，弱者であると考えられていることである（Borch
　　［1981］pp．29～30（江下（訳）〔1982〕p．149））。
　　また岡田〔1994〕では，保険者と保険契約者の情報水準と交渉能力という観点から保険事業規制の意義について
　　述べている。
41）例えば，アメリカのメトロポリタン・ライフ・インシュアランス社は，生命保険商品を退職年金と偽って販売し
　　たことと，既契約者を騙し既契約の解約返戻金を使い不必要な新契約に乗り換えさせたエージェントが厳しく追
　　及された，不正販売訴訟の増加で，コスト負担が膨らんでいる。さらに，この訴訟に関連して，不正販売にから
　　んだため解雇されたという元従業員が，岡社の身代わりにされたとして，内部告発や不当解雇の訴訟を起こして
　　いる。（「不正販売訴訟とメットライフ」『生命保険経営」第62巻第6号，1994年，pp．258～259）これは社内で
　　の情報の偏在がトラブルを引き起こした一例である。さらに，この訴訟の影響で，不正販売の悪評が広まること
　　により，販売がさらに低下することも懸念されている。
　　「90年代の米国生命保険会社においては，会社の規模や伝統では，既契約者，営業職員，見込客を納得させるこ
　　とはできない。代わって，注目を浴びるようになったのが誠実性，公平性である。営業活動における誠実性とし
　　て最も重要なことは不道徳な営業活動を絶対許さない体質を確立することである。」（「生保経営に求められる誠
　　実性」「生命保険経営」第63巻第1号，1995年，pp．248～249）
42）今井〔1995〕p．23
43）例えば，生命保険会社が行う営業職貝に対する教育システムについては浅谷〔1994〕pp．139　一一　147tを参照のこ
　　と。また，損害保険会社の代理店に対する教育については田中〔1994〕pp．141　一一　149等を参照のこと。
44）この記述は田村〔1995－a〕pp．128　一・　129に依拠している。
45）以上の記述は朝日新聞1995年1月12日朝刊と日本経済新聞1995年5月2日朝刊で示された販売実績と，1995年4
　　月22日に行われた㈱生命保険文化研究所の保険学セミナー懇談会での明治生命の薙野久法氏の報告に依拠してい
　　る。
46）水島〔1995〕p．3
47）水鳥〔1995〕pp．6－－7
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